
地区計画届出の手引き

日　詰　西　地　区

紫波町建設部都市計画課



１．地区計画域内における行為の届出フローチャート

２．届出の書類
　(１)　イ．届　 出 　書（別紙様式第十一の二）
　　　　ロ．変更届出書（別紙様式第十一の三）
　(２)　地区計画届出書審査表　 （別紙様式５）
　(３)　添付書類

　(４)　その他参考となるべき事項を記載した図書

1/50以上

②二面以上の立面図、各階平面図

②二面以上の立面図、各階平面図

①敷地内における建築物等の位置
   を表示する図面

①敷地内における建築物等の位置
   を表示する図面

1/100以上

1/100以上

縮尺 備考
1/1,000以上

1/100以上

図面の種類
①周辺の公共施設を表示する図面

②設計図

工 事 の 再 開

３
０
日
間

対象となる行為

土地の区画形質の変更の場合

建築物の建築、工作物の建設
又は建築物若しくは工作物の
用途の変更の場合 1/50以上

建築物又は工作物の形態又は
意匠の変更の場合

工 事 完 成

勧 告

地 区 計 画 に 不 適 合

設 計 施 工 方 法 の 変 更

変 更 の 届 出

変 更 適 合 通 知 の 交 付

適 合 通 知 の 交 付

建 築 確 認 申 請

申 請 書 の 審 査

確 認 済 証 の 交 付

都市計画法第５８条の２に係る地区計画区域内における行為の届出について

平成２２年４月１日

工 事 着 工

工
事
着
工
の
３
０
日
前
ま
で
に
届
出
が

必
要

（
都
市
計
画
法
第
５
８
条
の
２

）

事 前 相 談

届 出 書 の 審 査

地 区 計 画 の 届 出

届出が必要となる行為

地 区 計 画 に 適 合

２部提出
（届出者１部、町１部）

紫波町地区計画の区域内
における建築物の制限に

関する条例



紫波都市計画地区計画の決定（紫波町決定） 

  

都市計画日詰西地区地区計画を次のように変更する。             
名  称 日詰西地区地区計画 

位  置 紫波町紫波中央駅前一丁目から五丁目までの各地内 

面  積 約 36.8ha 

区

域

の

整

備

・

開

発

及

び

保

全

に

関

す

る

方

針 

地区計画の 

目標 

日詰西地区は 21 世紀を展望した魅力ある町づくりの拠点とするため、ＪＲ東北本線紫波中央駅を開設し、公

益行政業務地、副次的商業地及び環境に優れた住宅地を形成する地区である。 

このため、地区計画により、緑豊かな良好な市街地の形成と維持保全を図り「魅力ある街づくり」を目標とす

る。 

土地利用に

関する 

方針 

本地区を優良住宅地区、一般住宅地区Ａ、一般住宅地区Ｂ、公共関連地区、駅前交流地区、駅前地区に区分し、

街並み景観に配慮した土地利用を設定する。 

１ 優良住宅地区は、戸建ての低層住宅を配置し、緑豊かでゆとりのある環境に優れた住宅地の形成を図る。 

２ 一般住宅地区Ａ、Ｂは、低層戸建住宅の集積誘導を進め、周辺住宅地に調和した生活利便施設も立地できる

緑豊かな街並みの形成に努める。 

３ 駅前交流地区、公共関連地区は、公共施設、住宅、文化施設、教育施設、商業施設等、町の公益行政業務地

及び副次的商業地としての整備を図る。 

４ 駅前地区は、駅利用者や日常生活に必要な商業空間を配置し住民の利便性を図る。 

地区施設の 

整備の方針 

土地開発事業及び都市計画事業等による道路、公園等の都市基盤施設の整備を推進し、これを維持することに

より、都市機能の循環維持増進に努める。 

建築物等の 

整備の方針 

地区計画の目標及び土地利用の方針に基づき、それぞれの地区にふさわしい街区の形成が図られるよう建築物

等に関する制限を次のように定める。 

１ 町の拠点にふさわしい施設の集積誘導を行いつつ、住宅市街地としての環境が保持されるよう、｢建築物等

の用途の制限｣を定める。 

２ 良好な住宅環境の形成に必要な敷地を確保するため、｢建築物の敷地面積の最低限度｣を定める。 

３ うるおいとゆとりのある街並みを形成するため、敷地の道路に面した部分には緑化が図られるよう｢建築物

の壁面の位置の制限｣を定める。 

４ 日照の確保と整然とした街並みの形成を図るため｢建築物の高さの最高限度｣を定める。 

５ ｢建築物等の形態又は意匠の制限｣として秩序ある街並み景観の形成が図られるよう屋根及び壁面の形態、屋

外広告物等及び広告板の制限を行う。 

６ ｢かき又はさくの構造の制限｣として、高さ及び構造の制限等での統一化を行うことにより市街地の景観形成

を図る。 

地 
 

 
 

区 
 

 
 

整 
 

 
 

備 
 

 
 

計 
 

 
 

画 

地区 

の 

区分 

地区の

名称 
優良住宅地区 一般住宅地区Ａ 一般住宅地区Ｂ 公共関連地区 駅前交流地区 駅前地区 

地区の

面積 
約 10.0ha 約 9.9ha 約 2.4ha 約 8.2ha 約 3.4ha 約 2.9ha 

建 
 

築 
 

物 
 

等 
 

に 
 

関 
 

す 
 

る 
 

事 
 

項 

建
築
物
等
の
用
途
の
制
限 

建築物等の用

途は、用途地域

の制限を受ける

ものに加え、次

の各号に掲げる

建築物を建築し

てはならない。 

1 住宅で事務

所、店舗その

他これらに

類する用途

を兼ねるも

の(日用品の

販売を主た

る目的とす

る店舗、理髪

店、美容院及

びｸﾘｰﾆﾝｸﾞ取

次店並びに

学習塾、華道

教室、囲碁教

室その他こ

れらに類す

る施設を除

<) 

2 共同住宅、長

屋、寄宿舎又

は下宿 

3 学校、図書館

その他これ

らに類する

もの(公民

館、集会所等

を除<) 

建築物等の用

途は、用途地域

の制限を受ける

ものに加え、次

の各号に掲げる

建築物を建築し

てはならない。 

1 住宅で事務

所、店舗その

他これらに類

する用途を兼

ねるもの(延

べ面積の 2分

の 1 以上を居

住の用に供

し､かつ、建築

基準法施行令

第 130 条の 3

第 1 項第１号

から第 7 号ま

でに掲げる用

途を兼ねるも

ので、これら

の用途に供す

る部分の床面

積の合計が

100 ㎡以下の

ものを除<) 

2 共同住宅、長

屋、寄宿舎又

は下宿 

 

建築物等の用

途は、用途地域

の制限を受ける

ものに加え、次

の各号に掲げる

建築物を建築し

てはならない。 

 

1 学校、図書館

その他これら

に類するもの

(公民館、集会

所等を除<) 

2 神社、寺院、

教会その他こ

れらに類する

もの 

3 老人ﾎｰﾑ、保育

所、身体障害

者福祉ﾎｰﾑそ

の他これらに

類するもの 

4 公衆浴場 

5 老人福祉ｾﾝﾀ

ｰ、児童厚生施

設その他これ

らに類するも

の 

 

建築物等の用

途は、用途地域

の制限を受ける

ものに加え、次

の各号に掲げる

建築物を建築し

てはならない。 

1 工場（建築基

準法施行令第

130 条の 6 で

定めるものを

除く） 

2 ﾎﾞ-ﾘﾝｸﾞ場、ｽ

ｹｰﾄ場、水泳場

その他建築基

準法施行令第

130条の6の2

で定める運動

施設 

3 自動車教習所 

4 畜舎 

5 ﾏｰｼﾞｬﾝ屋､ぱ

ちんこ屋、射

的場、勝馬投

票券発売所、

場外車券売場

その他これら

に類するもの 

6 ｶﾗｵｹﾎﾞｯｸｽそ

の他これに類

するもの 

建築物等の用

途は、用途地域

の制限を受ける

ものに加え、次

の各号に掲げる

建築物を建築し

てはならない。 

1 大規模集客施

設（劇場、映

画館、演芸場

若しくは観覧

場又は店舗、

飲食店、展示

場、遊技場、

勝馬投票券発

売所、場外車

券売場その他

これらに類す

る用途に供す

る建築物でそ

の用途に供す

る部分（劇場、

映画館、演芸

場又は観覧場

の用途に供す

る部分にあっ

ては、客席の

部分に限る）

の床面積の合

計が 10,000

㎡を超えるも

の） 

建築物等の用

途は、用途地域

の制限を受ける

ものに加え、次

の各号に掲げる

建築物を建築し

てはならない。 

1 大規模集客施

設（劇場、映

画館、演芸場

若しくは観覧

場又は店舗、

飲食店、展示

場、遊技場、

勝馬投票券発

売所、場外車

券売場その他

これらに類す

る用途に供す

る建築物でそ

の用途に供す

る部分（劇場、

映画館、演芸

場又は観覧場

の用途に 供

する部分にあ

っては、客席

の部分に限

る）の床面積

の合計が

10,000 ㎡を

超えるもの） 
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画 

地区の名称 優良住宅地区 一般住宅地区Ａ 一般住宅地区Ｂ 公共関連地区 駅前交流地区 駅前地区 

建 
 

 
 

築 
 

 
 

物 
 

 
 

等 
 

 
 

に 
 

 
 

関 
 

 
 

す 
 

 
 

る 
 

 
 

事 
 

 
 

項 

建
築
物
等
の
用
途
の
制
限 

4 神社、寺院、

教会その他

これらに類

するもの 

5 老人ﾎｰﾑ、保育

所、身体障害

者福祉ﾎｰﾑそ

の他これら

に類するも

の 

6 公衆浴場 

7 診療所 

8 巡査派出所、

郵便法（昭和

22 年法律第 

165 号）の規

定により行

う郵便の業

務（郵便窓口

業務の委託

等に関する

法律（昭和 24

年法律第 

213 号）第２

条に規定す

る郵便窓口

業務を含

む。）の用に

供する施設 

9 老人福祉ｾﾝﾀ

ｰ、児童厚生

施設その他

これらに類

するもの 

10 畜舎 

 

3 学校、図書館

その他これら

に類するもの

(公民館、集会

所等を除<) 

4 神社、寺院、

教会その他こ

れらに類する

もの 

5 老人ﾎｰﾑ、保育

所、身体障害

者福祉ﾎｰﾑそ

の他これらに

類するもの 

6 公衆浴場 

7 老人福祉ｾﾝﾀ

ｰ、児童厚生施

設その他これ

らに類するも

の 

8 店舗、飲食店、

その他これら

に類する用途

に供するもの

（100 ㎡以下

の銀行を除

く） 

9 病院 

10 自動車車庫

（建築物に附

属する 30 ㎡

以下のものを

除く） 

11 税務署、郵便

法（昭和 22

年法律第 165

号）の規定に

より行う郵便

の業務（郵便

窓口業務の委

託等に関する

法律（昭和 24

年法律第 213

号）第２条に

規定する郵便

窓口業務を含

む。）の用に供

する施設)、警

察署、保健所

その他これら

に類するもの 

12 工場（建築基

準法施行令第

130 条の 6 で

定めるものを

除く） 

13 ﾎﾞ-ﾘﾝｸﾞ場、

ｽｹｰﾄ場、水泳

場その他建築

基準法施行令

第 130 条の 6

の 2 で定める

運動施設 

6 店舗、飲食店

その他これら

に類する用途

に供するもの

で床面積が

150 ㎡を超え

るもの 

7 病院 

8 自動車車庫

（建築物に附

属する 30 ㎡

以下のものを

除く） 

9 税務署、郵便

法（昭和 22

年法律第 165

号）の規定に

より行う郵便

の業務（郵便

窓口業務の委

託等に関する

法律（昭和 24

年法律第 213

号）第２条に

規定する郵便

窓口業務を含

む。）の用に供

する施設、警

察署、保健所

その他これら

に類するもの 

10 工場（建築基

準法施行令第

130 条の 6 で

定めるものを

除く） 

11 ﾎﾞ-ﾘﾝｸﾞ場、

ｽｹｰﾄ場、水泳

場その他建築

基準法施行令

第 130 条の 6

の 2 で定める

運動施設 

12 ﾎﾃﾙ又は旅館 

13自動車教習所 

14 畜舎 

15 ﾏｰｼﾞｬﾝ屋､ぱ

ちんこ屋、射

的場、勝馬投

票券発売所、

場外車券売場

その他これら

に類するもの 

16 ｶﾗｵｹﾎﾞｯｸｽそ

の他これに類

するもの 

17事務所で床面

積 の 合 計 が

150 ㎡を超え

るもの 

 

 

 

2 工場（建築基

準法施行令第

１３０条の６

で定めるもの

を除く） 

3 ﾎﾞ-ﾘﾝｸﾞ場、ｽ

ｹｰﾄ場、水泳場

その他建築基

準法施行令第

130条の6の2

で定める運動

施設 

4 自動車教習所 

5 畜舎 

6 ﾏｰｼﾞｬﾝ屋､ぱ

ちんこ屋、射

的場、勝馬投

票券発売所、

場外車券売場

その他これら

に類するもの 

7 ｶﾗｵｹﾎﾞｯｸｽそ

の他これに類

するもの 

8 倉庫業を営

む倉庫 

2 共同住宅、長

屋、寄宿舎又

は下宿 

3 学校、図書館

その他これら

に類するもの

（公民館、集

会所等を除

く） 

4 神社、寺院、

教会その他こ

れらに類する

もの 

5 老人ﾎｰﾑ、保育

所、身体障害

者福祉ﾎｰﾑそ

の他これらに

類するもの 

6 公衆浴場 

7 病院 

8 老人福祉ｾﾝﾀ

ｰ、児童厚生施

設その他これ

らに類するも

の 

9 税務署、警察

署、保健所そ

の他これらに

類するもの 

10 ﾎﾞ-ﾘﾝｸﾞ場、

ｽｹｰﾄ場、水泳

場その他建築

基準法施行令

第 130 条の 6

の 2 で定める

運動施設 

11自動車教習所 

12 畜舎 

13 ﾏｰｼﾞｬﾝ屋､ぱ

ちんこ屋、射

的場、勝馬投

票券発売所、

場外車券売場

その他これら

に類するもの 

14 ｶﾗｵｹﾎﾞｯｸｽそ

の他これに類

するもの 

15 工場（建築基

準法施行令第

130 条の 6 で

定めるものを

除く） 

16劇場、映画館、

演芸場又は観

覧場 
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地区の名称 優良住宅地区 一般住宅地区Ａ 一般住宅地区Ｂ 公共関連地区 駅前交流地区 駅前地区 

建 
 

 
 

築 
 

 
 

物 
 

 
 

等 
 

 
 

に 
 

 
 

関 
 

 
 

す 
 

 
 

る 
 

 
 

事 
 

 
 

項 

建
築
物
等
の
用
途
の
制
限 

 14 ﾎﾃﾙ又は旅館 

15自動車教習所 

16 畜舎 

17事務所で床面

積 の 合 計 が

100 ㎡を超え

るもの 

18 倉庫（建築物

に附属するも

自家用倉庫を

除く） 

18 倉庫（建築物

に附属する自

家用倉庫を除

く） 

 

  17 倉庫（建築物

に附属する自

家用倉庫を除

く） 

建
築
物
の
敷
地
面
積
の 

最
低
限
度 

２００㎡ 

ただし、公衆

電話所又は上記

「建築物の用途

の制限｣の規制

対象外で、かつ、

建築基準法施行

令第１３０条の

４で定める公益

上必要な建築物

はこの限りでは

ない。 

２００㎡ 

ただし、次の各号のいずれかに該

当する場合はこの限りではない。 

1 巡査派出所、公衆電話所又は上記

｢建築物の用途の制限｣の規制対

象外で、かつ、建築基準法施行令

第１３０条の４で定める公益上

必要な建築物 

2 基準日(地区計画施行日)におい

て一面地が２００㎡に満たない

敷地での建築物 

 ２００㎡ 

ただし巡査派

出所、公衆電話

所又は上記｢建

築物の用途の制

限｣の規制対象

外で、かつ、建

築基準法施行令

第１３０条の４

で定める公益上

必要な建築物は

この限りではな

い。 

壁
面
の
位
置
の
制
限 

 

 

建築物の外壁又はこれに代わる柱の面から敷地境界

線までの距離は１．０ｍ以上でなければならない｡ただ

し、建築物又は建築物の部分が次の各号のいずれかに

該当する場合は、この限りではない。 

1 建築物に附属する門柱及び門袖その他これらに類す

るもの。 

2 外壁又はこれに代わる柱の中心線の長さの合計が３

ｍ以下であるもの。 

3 自動車車庫､物置その他これらに類する用途に供し､

軒の高さが２．３ｍ以下で、かつ、床面積の合計が

５㎡以内のもの。 

 
建築物の外壁

又はこれに代わ

る柱の面から敷

地境界線までの

距離は１．０ｍ

以上でなければ

ならない｡ただ

し、建築物又は

建築物の部分が

次の各号のいず

れかに該当する

場合は、この限

りではない。 

1 建築物に附属

する門柱及び

門袖その他こ

れらに類する

もの。 

2 外壁又はこれ

に代わる柱の

中心線の長さ

の合計が３ｍ

以下であるも

の。 

3 自動車車庫､

物置その他こ

れらに類する

用途に供し､

軒の高さが

２．３ｍ以下

で、かつ、床

面積の合計が

５㎡以内のも

の。 

 

 

 



 

地 
 

 

区 
 

 

整 
 

 

備 
 

 

計 
 

画 

地区の名称 優良住宅地区 一般住宅地区Ａ 一般住宅地区Ｂ 公共関連地区 駅前交流地区 駅前地区 

建 
 

築 
 

物 
 

等 
 

に 
 

関 
 

す 
 

る 
 

事 
 

項 

 

建
築
物
等
の
高
さ
の
制
限 

 １２ｍ 

ただし、階段室、屋窓その他これ

らに類する建築物の屋上部分の水

平投影面積の合計が該当建築物の

建築面積の１／８以内の場合にお

いては､その部分の高さは３ｍまで

は当該建築物の高さに算入しない

ものとする。 

 １５ｍ 

ただし、階段

室、昇降機塔、

装飾塔、屋窓そ

の他これらに類

する建築物の屋

上部分の水平投

影面積の合計が

該当建築物の建

築面積の 1/8 以

内の場合におい

ては､その部分

の高さは 5ｍま

では当該建築物

の高さに算入し

ないものとす

る。 

建
築
物
等
の
形
態
又
は
意
匠
の
制
限 

建築物等の形態又は意匠については、次の各号に掲

げるものとしなければならない。 

1 建築物の屋根及び外壁は原色を避け、周辺環境に調

和した落ちついた色調とする。 

2 屋外広告物等は自己の用に供し、美観･風致を守り、

周辺環境に調和したものとする。 

3 広告板の表示面積は１．０㎡以下とする。 

4 テレビ等の受信で、共同アンテナで受信できるもの

についてはこれを利用し、各自で設置してはならない。 

建築物等の形態又は意匠につい

ては、次の各号に掲げるものとしな

ければならない。 

1 建築物の屋根及び外壁は原色を

避け、周辺環境に調和した落ちつ

いた色調とする。 

2 屋外広告物等は自己の用に供し、

美観･風致を守り、周辺環境に調

和したものとする。 

 

建築物等の形

態又は意匠につ

いては、次の各

号に掲げるもの

としなければな

らない。 

1 建築物の屋根

及び外壁は原

色を避け、周

辺環境に調和

した落ちつい

た色調とす

る。 

2 屋外広告物等

は自己の用に

供し、美観･

風致を守り、

周辺環境に調

和したものと

する。 

3 テレビ等の受

信で、共同ア

ンテナで受信

できるものに

ついてはこれ

を利用し、各

自で設置して

はならない。 

か
き
又
は
さ
く
の 

構
造
の
制
限 

道路境界に設けるかき又はさくについては、生垣と

する。ただし、次の各号のいずれかに掲げる場合は、

この限りではない。 

1 透視可能な落ち着いた色調の金属柵類と生垣を併用

する場合。 

2 門柱及び門袖を設ける場合は、敷地面から門袖の高

さを１．３ｍ以下、門柱を含めた片側の門袖の長さ

を１．５ｍ以下とする場合。 

道路境界に設けるかき又はさくについては、生垣と

し、高さは１．５ｍ以下とする。ただし、次の各号の

いずれかに掲げる場合は、この限りではない。 

1 透視可能な落ち着いた色調の金属柵類と生垣を併用

する場合。 

2 門柱及び門袖を設ける場合は、敷地面から門袖の高

さを１．３ｍ以下、門柱を含めた片側の門袖の長さ

を１．５ｍ以下とする場合。 

「地区計画の区域、地区整備計画の区域、地区の際区分は計画図表示のとおり」 

 

理 由 

都市の健全な発展と秩序ある土地利用の確立を図るため、本案のように変更しようとするものである。 



優良住宅地区

優良住宅地区

一般住宅地区Ａ

一般住宅地区Ａ

一般住宅
　  地区Ｂ

駅前地区

駅前交流地区

公共関連地区

凡　　例
優良住宅地区
一般住宅地区Ａ
一般住宅地区Ｂ
公共関連地区
駅前交流地区
駅前地区



別記様式第十一の二（第四十三条の九関係）  

地区計画の区域内における行為の届出書 

 年  月  日 

紫波町長           殿 

届出者 
住所 

氏名            印 

都市計画法第 58 条の 2 第 1 項の規定に基づき、 

土地の区画形質の変更 

建築物の建築又は工作物の建設 

建築物等の用途の変更  について、下記により届け出ます。 

建築物等の形態又は意匠の変更 

記 

1 行 為 の 場 所   紫波町紫波中央駅前 

2 行為の着手予定日       年   月   日 

3 行為の完了予定日       年   月   日 

4 設計又は施行方法 

(1) 土地の区画形質の変更 区 域 の 面 積 ㎡ 

(2) (ｲ) 行為の種別 （ 建 築 物 の 建 築 ・ 工 作 物 の 建 設 ）  

（ 新 築 ・ 改 築 ・ 増 築 ・ 移 転 ） 
建
築
物
の
建
築
又
は
工
作
物
の
建
設 

(ﾛ)  届 出 部 分 届 出 以 外 の 部 分 合 計 

設 

計 

の 
概 

要 

(i)  敷地面積 ㎡      ㎡ ㎡ 

(ii) 建築又は建設面積 ㎡   ㎡ ㎡ 

(iii) 延べ面積 
㎡ 

(     ㎡） 

㎡ 

(     ㎡） 

㎡ 

(     ㎡） 

(iv) 高さ 

地盤面から    ｍ 

(vi) 用 途 

 

(v) 緑化施設の面積 

             ㎡ 

(ⅶ) 垣又はさくの構造 

 

(3) 建築物等
の 用 途 
の 変 更 

(ｲ) 変更部分の延べ面積 (ﾛ) 変更前の用途 (ﾊ) 変更後の用途 

㎡   

(4) 建築物等の形態又は意匠の変更 変更の内容 

 
備 考 

1 届出者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載すること。 

2 届出者の氏名（法人にあってはその代表者の氏名）の記載を自署で行う場合においては、押印を省略することができる。 

3 建築物等の用途の変更について変更部分が二以上あるときは、各部分ごとに記載すること。 

4 地区計画において定められている内容に照らして、必要な事項について記載すること。 

5 都市計画法第 12 条の９に規定する内容を定めた地区整備計画の区域内における建築物の建築又は用途の変更については、次に

よること。 

(1) 当該建築物の建築については、(2)(ロ)(ⅲ)延べ面積欄の（ ）の中に当該建築物の住宅の用途に供する部分の延べ面積を記

載すること。用途の変更があわせて行われるときは、用途変更後の住宅の用途に供する部分の延べ面積を記載すること。 

(2) 当該建築物の用途の変更については、(2)(ロ)(ⅰ)敷地面積の合計欄及び (2)(ロ)(ⅲ)延べ面積の合計欄（同欄中の（ ）は用

途変更後の当該建築物の住宅の用途に供する部分の延べ面積の合計欄）についても記載すること。 

6 同一の土地の区域について二以上の種類の行為を行おうとするときは、一の届出書によることができる。 

7 緑化施設の面積は、都市緑地法施行規則第９条に定める方法により算定すること。 

  



別記様式第十一の三（第四十三条の十一関係） 

地区計画の区域内における行為の変更届出書 

 

  年   月   日 

紫波町長          殿 

届出者  住所 

 

氏名            印 

 

都市計画法第５８条の２第２項の規定に基づき、届出事項の変更について、下記により

届け出ます。 

記 

 

１ 当初の届出年月日                     年   月   日 

 

２ 変更の内容 

 

 

 

 

 

 

 

３ 変更部分に係る行為の着手予定日              年   月   日 

 

 

４ 変更部分に係る行為の完了予定日              年   月   日 

 

 

備考 

１ 届出者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の

氏名を記載すること。 

２ 届出者の氏名（法人にあってはその代表者の氏名）の記載を自署で行う場合

においては、押印を省略することができる。 

３ 変更の内容は、変更前及び変更後の内容を対照させて記載すること。 



（Ａ４） 

地区計画概要書        （第１面） 

【1.建築主】 

   【ｲ.氏名のﾌﾘｶﾞﾅ】 

   【ﾛ.氏名】 

   【ﾊ.郵便番号】 

   【ﾆ.住所】 

   【ﾎ.電話番号】 

【2.敷地の位置】 

【ｲ.地名地番】 

【ﾛ.地区名】   ・優良住宅地区・一般住宅地区Ａ・一般住宅地区Ｂ 

・公共関連地区・ 駅前交流地区 ・   駅前地区 

【ﾊ.用途地域】 

【ﾆ.防火地域】 

【3.主要用途】 

【4.工事種別】 

【5.申請に係る建物】 

【ｲ.高さ】  地上      ｍ  地下      ｍ 

【ﾛ.階数】  地上      階  地下      階 

【ﾊ.構造】          造  一部      造 

【6.敷地面積】         ㎡ 

【7.建築面積】 （申請部分   ） （申請以外の部分） （合計     ） 

（      ㎡） （      ㎡） （      ㎡） 

【8.延べ面積】 （申請部分   ） （申請以外の部分） （合計     ） 

         （      ㎡） （      ㎡） （      ㎡） 

【住宅の部分】（      ㎡） （      ㎡） （      ㎡） 

【9.設計者】 

【ｲ.建築士事務所名】 

【ﾛ.郵便番号】 

【ﾊ.所在地】 

【ﾆ.電話番号】 

【ﾎ.氏名】 

【10.工事施工者】 

  【ｲ.営業所名】 

  【ﾛ.郵便番号】 

  【ﾊ.所在地】 

  【ﾆ.電話番号】 

  【ﾎ.氏名】 

【11.代理者】 

  【ｲ.営業所名】 

  【ﾛ.郵便番号】 

  【ﾊ.所在地】 

  【ﾆ.電話番号】 

  【ﾎ.氏名】 

 

         



別紙様式５

住　　所

氏　　名

住　　所

適 合 に
○

審 査 欄

１ 地区名称
優
良

一般
A

一般
B

公
共

交
流

駅
前

優
良

一般
A

一般
B

公
共

交
流

駅
前

４ 壁面の
位置制限

ｍ
1.0
ｍ

２．
屋外

広告物

４． アンテナ
利
用

高さの
最低限度

７

申 請 内 容

敷地面積

建 築 物 等 に
関 す る 事 項

建築物等の
形態又は意
匠の制限

６

３ 敷地面積の
最低限度

５

高さ

高さ

ｍ

高さ

屋根

面積

ｍ

審 査 項
目

地区名称

長さ

外壁

生垣の
高さ制限

門袖の
長さ制限

門袖の
高さ制限

㎡

地 区 別 審 査 基 準

200
㎡

200㎡

地区計画計画書
のとおり

 ４．

敷地面積の
最低限度

３． 広告板

壁面の
位置制限

高さの
最低限度

 １．
屋根、

外壁の色

15
ｍ

1.0ｍ

自己用、美観風致を守り周辺
環境に調和

1.0㎡

12ｍ

1.5ｍ

備　考

地 区 計 画 届 出 書 審 査 表

届　 出　 者

行為の場所

１．太枠の中の項目全てに記入をすること。（該当しない場合はその旨を明記すること）
２．該当かつ適合する場合は、「適合に○」の欄に○を記入すること。

ｍ

ｍ

㎡

1.5ｍ

1.3ｍ

利用

透視可能な落ち着いた色調

生垣／金属柵類との併用

かき又はさ
くの制限

１．
道路境界

生垣

かき又はさくの種類

金属柵類との併用の場合の色

 ２．

３．

原色を避け周辺環境に調和し
た落ち着いた色調

２ 建築物の
用途の制限

 建築物の用途
用途

紫波町紫波中央駅前

　



都市計画法 

 

（建築等の届出等） 

第五十八条の二 

 地区計画の区域（再開発等促進区若しくは開発整備促進区（いずれも第十二条の五第五項第二

号に規定する施設の配置及び規模が定められているものに限 る。）又は地区整備計画が定められ

ている区域に限る。）内において、土地の区画形質の変更、建築物の建築その他政令で定める行為

を行おうとする者は、当該 行為に着手する日の三十日前までに、国土交通省令で定めるところに

より、行為の種類、場所、設計又は施行方法、着手予定日その他国土交通省令で定める事項 を市

町村長に届け出なければならない。ただし、次に掲げる行為については、この限りでない。 

一  通常の管理行為、軽易な行為その他の行為で政令で定めるもの    

 二  非常災害のため必要な応急措置として行う行為 

三  国又は地方公共団体が行う行為 

 四  都市計画事業の施行として行う行為又はこれに準ずる行為として政令で定める行為 

 五  第二十九条第一項の許可を要する行為その他政令で定める行為  

２  前項の規定による届出をした者は、その届出に係る事項のうち国土交通省令で定める事項を

変更しようとするときは、当該事項の変更に係る行為に着手する日の三十日前までに、国土交通

省令で定めるところにより、その旨を市町村長に届け出なければならない。 

３  市町村長は、第一項又は前項の規定による届出があつた場合において、その届出に係る行為

が地区計画に適合しないと認めるときは、その届出をした者に対し、その届出に係る行為に関し

設計の変更その他の必要な措置をとることを勧告することができる。  

４  市町村長は、前項の規定による勧告をした場合において、必要があると認めるときは、その

勧告を受けた者に対し、土地に関する権利の処分についてのあつせんその他の必要な措置を講ず

るよう努めなければならない。   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



都市計画法施行規則 

 

（地区計画の区域内における行為の届出） 

第四十三条の八  法第五十八条の二第一項 の国土交通省令で定める事項は、行為の完了予定日

とする。 

 

第四十三条の九  法第五十八条の二第一項 の規定による届出は、別記様式第十一の二による届

出書を提出して行うものとする。 

２  前項の届出書には、次に掲げる図書を添付しなければならない。 

一  土地の区画形質の変更にあつては、次に掲げる図面 

イ 当該行為を行う土地の区域並びに当該区域内及び当該区域の周辺の公共施設を表示する図面

で縮尺千分の一以上のもの 

ロ 設計図で縮尺百分の一以上のもの 

二  建築物の建築、工作物（建築物以外の工作物をいう。以下同じ。）の建設又は建築物若しく

は工作物の用途の変更にあつては、次に掲げる図面 

イ 敷地内における建築物又は工作物の位置を表示する図面で縮尺百分の一以上のもの 

ロ 都市緑地法 （昭和四十八年法律第七十二号）第三十四条第二項 に規定する建築物の緑化施

設の位置を表示する図面（地区整備計画において建築物の緑化率の最低限度が定められている場

合に限る。）で縮尺百分の一以上のもの 

ハ 二面以上の建築物又は工作物の立面図及び各階平面図（建築物である場合に限る。）で縮尺五

十分の一以上のもの 

三  建築物又は工作物の形態又は意匠の変更にあつては、前号イに掲げる図面及び二面以上の立

面図で縮尺五十分の一以上のもの 

四  木竹の伐採にあつては、次に掲げる図面 

イ 当該行為を行う土地の区域を表示する図面で縮尺千分の一以上のもの 

ロ 当該行為の施行方法を明らかにする図面で縮尺百分の一以上のもの 

五  その他参考となるべき事項を記載した図書 

     


